
 

『中小企業等経営力強化法施行へ 各地で説明会―中小企業庁』 

  

 中小企業庁は、 「中小企業等経営強化法」 の７月施行を前に、６月中旬より約１か月かけて、全国各地

にて制度説明会を開催している。「中小企業等経営強化法」 は、国が事業分野の特性に応じた支援を

示した 「事業分野別指針」 を策定。中小企業 ・ 小規模事業者等は、事業分野別指針に沿って、顧客

データの分析を通じた商品・サービスの見直し、ＩＴを活用した財務管理の高度化、人材育成等により経

営力を向上して実施する事業計画 （ 「経営力向上計画」 ） について、国の認定を得ることができ、税制

（固定資産税が３年間１／２に軽減等） や金融支援等の措置を受けることができる。また、認定支援機関

等は、国の認定を得て、中小企業・小規模事業者等による経営力向上計画の作成・実施を支援する。例

えば経営力向上の事例として、 （１） サービス業における取組例：売上、予約状況等の情報をタブレット

端末を用いて、各所の従業員にリアルタイムで共有。細やかな接客や業務の効率化による収益向上を

図る。 （２） 製造業における取組例 ：自動化された工作機械を導入しつつ、従業員の多能工化を促進

し、一人で管理できる工作機械を増やし、収益力の向上を図る、等が活用効果としてあげられる。お問合

せ先は、中小企業庁 ・ 経営力向上計画相談窓口まで。 

 

『告発件数・脱税額で所得税増加 ２７年度査察の概要―国税局』 
         

 国税庁は先般、２７年度の査察の概要を公表した。２７年度に着手した件数は１８９件。２７年度

以前に着手した査察事案の中で２７年度中に１８１件を処理し、うち告発件数は１１５件で告

発率は６３．５％であった。着手から告発まで平均９か月の調査期間を要し、延べ１５５名を動

員。検察庁との合同調査や、外国税務当局との連携により真相解明に至った例もあった。 

 ２７年度に処理した査察事案に係る脱税額は総額１３８億円、うち告発分は

１１２億円で、告発した事案の１件当たり脱税額は９，７００万円であった。告

発件数を税目別に見ると法人税が６０％を占め、所得税が前年比６ポイント増

の２２％。脱税額を見ると法人税が同１０ポイント減の５１％となった一方、所

得税は１３ポイント増の２８％。相続税は１０％であった。 

 常に上位を占める業種のうち、建設業や不動産業では架空の経費計上、クラ

ブ・バーではホステス報酬に係る源泉所得税を徴収しながら納付していな

かった事例が多く見られた。マルチ商法や投資詐欺など事業活動自体に違

法行為が含まれ社会問題化した業種についても積極的に告発した。 

 ２７年度中に一審判決が言い渡されたのは１３３件。すべてについて有

罪判決が出され、実刑判決が２人に出された。 
   

          

          出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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